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はじめに
　本研究は，アメリカにおける大学開放の事例研究として，Wisconsin 
Institutes for Discovery をとりあげ，産学官連携による生涯学習振興の可能
性を探求するものである。
　Wisconsin Institutes for Discovery は，2006 年にウィスコンシン大学で新
たに設立された産学共同研究センターである。周知のように，アメリカの
産学官連携は，1990 年代の経済繁栄の要因として高く評価され，日本でも，
これと同様の効果を期待して，1998 年に研究交流促進法や大学等技術移
転法が整備された。さらに，知的財産基本法の施行（2003 年）と国立大
学等の法人化（2004 年）を経て，いまや，産学官連携による地域経済へ
の貢献は，大学の重要な責務と認識されている。中央教育審議会答申『我
が国の高等教育の将来像』（2005 年）でも，「産学官連携」が，「国際協力，
公開講座」と並ぶ，大学による社会貢献と明示され，そのための「大学開
放の一層の推進」が謳われている1）。
　以上の展開により，公開講座中心であった従来の大学開放事業には，今
後の発展が期待される。たとえば，岩手大学や高知大学では，既存の生涯
学習系センターが地域共同研究センターや知的財産本部と合併して地域連
携センターに改組されたように，新しい局面を迎えている。しかしなが
ら，これらの専門部局には「組織運営の整合性が欠けている」とか，生涯
学習系センターの担当者は，「教育や研究を重視する伝統的なエートスが
強く職務に生きがいを感じられない」といった問題がある2）。「外部資金
アメリカにおける産学官連携と生涯学習
―Wisconsin Institutes for Discovery を事例として―
五　島　敦　子
アメリカにおける産学官連携と生涯学習― 　 ―310
の獲得に傾斜するあまり本来の大学が果たすべき役割を喪失」し，「「大学
開放」の内実にさまざまな形で「切り捨て」の傾向がみられる」3）という
指摘もある。
　これらの問題の根底には，従来の産学官連携研究が，技術移転や知財マ
ネジメントのノウハウに注目するあまり，一般市民への知識普及をも視野
に入れるアメリカの現状を検討していないことがあるだろう。我が国の場
合，産学官連携に対する関心は，これまで，「技術系」にいちじるしく偏っ
ていた。近年では，企業の人材育成や学生のインターンシップなどによっ
て教育面の産学官連携に取り組む大学が現れているものの，アメリカのよ
うに，「大学が拠ってたつ「地域」あっての社会貢献」という視点が欠け
ているとされる4）。
　そこで，本研究では，ウィスコンシン大学マディソン校5）の新しい産学
共同研究センターに焦点をあて，その特色と意義を探求する。継続教育部
ではなく，マディソン校の産学共同研究センターをとりあげる理由は 2つ
ある。第一に，近年，継続教育部に対する州補助金が実質的に減少傾向に
あるなかで6），かわって州政府が力を入れている産学共同研究センターが
これからの生涯学習の担い手として期待されるからである。第二に，重点
化が進む高度研究型大学が，社会貢献の使命をどのように捉えているのか
を考察するためである。そのねらいは，地域貢献型か高度研究型かという
岐路に立つとされる日本の大学に対して，示唆を得ることにある7）。
　Wisconsin Institutes for Discovery は，2006 年に設立計画が具体化され，
2008 年に専用施設の建設工事が着工されたばかりであるため，ここでは
中間報告として，設立経緯と事業計画を中心にとりあげる8）。以下では，
まず，ウィスコンシン大学における産学官連携の歴史的背景を明らかにし
たうえで，Wisconsin Institutes for Discovery の設立経緯および活動計画を
明らかにする。次に，施設のデザインコンセプトを検討し，教育とアウト
リーチのために，どのような空間の形成を構想しているかを明らかにする。
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１．ウィスコンシン州における産学官連携の歴史的背景
　ウィスコンシン州は，森と湖に囲まれた自然豊かな地域であるが，寒冷
な気候と痩せた土壌のために農業の生産性は高くなかった。そのため，主
要産業である酪農を中心に，19 世紀後半から，州政府による積極的な産
業振興政策が先駆的に展開されてきた。産学官連携の始まりは，ウィスコ
ンシン大学の農学部教授が，酪農協会主催のファーマーズ・インスティ
チュート（農業講習会）で，酪農業の生産性向上のために乳牛の栄養改善
についての講義をしたことに遡る。同大学は，1883 年に農業試験場の開
設が州議会に認可され，1885 年には州政府からファーマーズ・インスティ
チュートを主催する権限と 5,000 ドルの州補助金給付が認められた。1900
年代には，ラフォレッテ州知事（Robert M. La Follette）とヴァンハイス学
長（Charles Richard Van Hise）の協力のもと，大学教授が州政府の行政顧
問となって数々の改革が行われた。1906 年には，大学拡張部（University 
Extension Division，現在は，大学開放部と訳される）という社会連携組織
が全国に先駆けて設立され，教育事業や社会福祉事業を含めた幅広い地域
貢献事業が展開された9）。州政府と州立大学の密接な関係のもとに，大学
の恩恵を州の境界にまでもたらして社会の発展を導くという考えは，「ウィ
スコンシン・アイディア」と呼ばれた。大学がいまだエリート段階にあっ
た 20 世紀初頭において，その革新性は衆目を集め，多くの大学が同様の
試みに着手した。今日でも，「ウィスコンシン・アイディア」は，大学の
社会貢献の使命を象徴する理念と位置づけられている10）。
　大学と産業界を連携する組織であるウィスコンシン大学同窓会研究財団
（Wisconsin Alumni Research Foundation：以降，WARF と表記する）が設立
されたのは，1925 年のことであった。WARF は，発明の権利化とライセ
ンシングによって，同大学における科学研究の実用化を支援する民間の非
営利財団である。ビタミン D 牛乳紫外線照射（1925 年）をはじめ，血液
抗凝固剤（1952年），MRI画像技術（1985年），ES細胞（胚幹細胞）（1995
年）など，現在まで継続的に市場に対して優れた研究成果の実用化に貢献
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してきた11）。
　WARF は，「 世 界 最 古 」 の 技 術 移 転 機 関（Technology Licensing 
Organization: TLO）であるとともに，アメリカの産学連携を発展させた
バイ・ドール法成立（1980 年）に寄与したことで知られる12）。近年では，
同大学の J. トムソン教授（James Thomson）が 1998 年にヒト ES 細胞の株
の生成に成功して 6 つの ES 細胞株の権利を特許化した際，その基本特許
を WARF が所有していることで世界的に注目された。WARF は，トムソ
ン教授の研究スポンサーであったジェロン社にライセンスを付与したが，
国立衛生研究所（National Institutes of  Health: NIH）および非営利機関で
の研究目的の利用に関しては，実費のみで細胞株を提供している。それら
の管理は，WARF の下部組織である WiCell Research Institute が担当してい
る13）。
　今日，ウィスコンシン大学では，ES 細胞の基礎研究とともに，再生医
療につなげるための応用研究が盛んに取り組まれている。州政府も，積極
的にバイオテクノロジー産業に予算を配分して，企業誘致に尽力してい
る。ES 細胞を利用した新薬や医療技術の開発と商業化のための大学発ベ
ンチャーの動向は，経済誌でも注目されるところである14）。ウィスコンシ
ン州は，こうした産学官連携によるバイオ関連産業が牽引役となって，医
薬や食品などの分野で安定した経済成長を遂げている。
２．設立の目的と経緯
（1）　設立の目的
　Wisconsin Institutes for Discovery は，上記のような産学官連携の伝統に
もとづく新たな挑戦として，経済政策に熱心なドイル州知事（Jim Doyle）
によって 2004 年に発案された。ウィスコンシン州の科学技術の全国的地
位を向上させるため，研究拠点となる新しい組織と専用施設をウィスコン
シン大学マディソン校に設立し，学際的研究とその実用化を推進するとい
う構想である。10 年間で総額 3.75 億ドルの投資を，州政府と民間資金が
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50 パーセントずつ負担するという計画で，2005 年 7 月には，最初の補助
金として，5,000 万ドルの予算が州議会で認められた15）。
　Wisconsin Institutes for Discovery（以降，WID（S）と表記する）は，ウィ
スコンシン大学大学院が統括する Wisconsin Institute for Discovery（以
降，WID と表記する）と，民間資金で運営される Morgridge Institute for 
Research（以降，MIR と表記する）という 2 つの研究組織で構成される。
WID（S）の使命として，次の 2 つが規定されている。第一は，最も優れ
た公的および私的資源へのアクセスを提供することによって，世界クラス
の科学的才能をひきつけ，人類の健康と福祉の課題を解決し，世界の発展
に寄与する発見を導くことである。第二は，WID（S）のために建設され
る最先端施設が，あらゆる分野の科学者を結集するだけでなく，人文学や
教育およびアウトリーチのファカルティとスタッフを巻き込むことであ
る16）。
　これらの使命を果たすために，次のような 4 つの具体的な目標が設定さ
れている。第一は，学際的協力によって，バイオテクノロジー，ナノテク
ノロジー，インフォメーションテクノロジーを統合する新しい科学的アプ
ローチを育成することである。すなわち，ウィスコンシン州の基幹産業で
あるバイオテクノロジーの新たな展開が目標とされている。第二は，同大
学の「クラスター採択構想（Cluster Hiring initiative）」を基礎として成長す
ることである。ウィスコンシン大学には，すでに 49 の知的クラスターが
選定され，多様な研究領域にまたがる人的ネットワークを核として，イノ
ベーションを創出する枠組みが整備されている17）。大学が WID（S）を支
援する目的は，そうした既設のクラスター採択構想を活性化させることに
もある。第三は，市場と雇用創出に転換できる技術の発明を促進すること
である。WID（S）の目的は，実用化に向けた技術開発であり，それは，ウィ
スコンシン州の経済発展に大学が直接的に貢献するという歴史的伝統にも
とづいている。第四は，領域横断的な科学を，K―12（初等および中等教育）
や学部および大学院教育に統合する教育的要素を構築することである。そ
こには，一般市民への知識普及活動や地域社会の問題解決も含まれる。学
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生だけでなく，学内外の多様な人々に対する教育的役割が期待されている
といえる。
　以上のように，WID（S）は，学際的研究による技術移転を促進するこ
とで，大学の研究の更なる活性化と地域経済の発展をめざす産学官連携組
織である。教育的機能として注目されるのは，初等および中等教育の支援
から一般市民に対する活動を含めた，生涯にわたる学習の支援を構想して
いるように，幅広い意味での社会貢献をねらいとしているところである。
（2）　設立の経緯
　ドイル州知事の設立構想を資金面で実行可能にしたのは，2006 年 4 月
にモーグリッジ夫妻（John and Tarshia Morgridge）から贈られた 5,000 万
ドルの寄付金である。モーグリジ夫妻は，ウィスコンシン大学の同窓生で
ある。2 人は，ウィスコンシン州南東部にあるウォーワトサ・イースト高
校卒業後，同大学マディソン校に進学し，1955 年に卒業して同年 8 月に
結婚した。夫妻は，これまで母校に多大な寄付をするとともに，WARF，ウィ
スコンシン大学基金（University of  Wisconsin Foundation），バスカム・ヒ
ル協会（Bascom Hill Society），ウィスコンシン同窓会（Wisconsin Alumni 
Association）などの同大学に関わる諸組織の活動に寄与してきた。全米的
なボランティア団体であるアメリカ・リーダーシップ・フォーラムでも活
躍している。
　夫であるジョン・モーグリッジは，ウィスコンシン大学で BBA を取得
したのち，スタンフォード大学で MBA を取得した。彼は，カリフォルニ
ア州サンジョゼにあるシスコシステムズ社で 1988 年に社長兼 CEO に就
任し，1995 年に会長に就任した。同社は，1986 年に最初のマルチプロト
コルルーター製品であるアドバンスト・ゲートウエイ・サーバを出荷し
て脚光を浴びた企業である。彼の在任中に，同社は，年商 500 万ドルから
100 億ドルへ，従業員数 34 人から 2,260 人へと急成長を遂げ，今日も企業
向けルーティング装置を扱うインターネット関連事業で成功をおさめてい
る。彼は，スタンフォード大学ビジネススクールで講師を務め，世界の企
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業と大学の起業家精神や経営戦略について講義した経験をもつように，産
学官連携に関して造詣の深い人物である。妻のターシャ・モーグリッジは，
ウィスコンシン大学教育学部で BS を取得し，1975 年にマサチューセッツ
州レスリーカレッジで修士号を取得した。特殊教育の教職を退いたのち，
現在は，ボランティアで学習障害児の教育に携わっているように，発達障
害と教育の問題に関心を寄せている18）。
　WID（S）は，州政府からの 5,000 万ドルの補助金と，モーグリッジ夫妻
からの 5,000 万ドルの寄付金に加えて，WARF から 5,000 万ドルの出資を
得た。これらを合計した 1.5 億万ドルの資金によって，キャンパス内に専
用施設が建設されることが決定され，2006 年 9 月に設計会社が選定され
た。2007年1月に，学内で建設委員会が結成され，建設管理者が選定された。
2007 年 10 月には，施設の建設計画と新しい組織の概要などを説明するた
めに，学内各所でタウンホールミーティングが開催され，学内の理解と協
力をもとめた。施設の着工式は，2008 年 5 月に行われ，建設工事が進め
られている。
３．ガバナンスと活動計画
（1）　ガバナンス
　WID（S）を構成する 2 つの組織，すなわち，公的機関である WID と民
間機関である MIR は，それぞれ，2010 年の施設完成に向けて，準備をす
すめている。
　WID では，2006 年 8 月に，同大学ワイズマンセンター所長で発達障害
の国際的研究者である M. M. セルツアー（Marsha Mailick Selzer）が，仮責
任者に任命された。ワイズマンセンターは，人間発達，発達障害，神経変
性病の解決を目指す研究センターである。2007 年 10 月には，大学学術企
画評議会（University Academic Planning Council）が，WID の建議書19）を
採択し，事業計画が明らかとなった。
　MIR の部長は公募中であるため，現在は，WARF の常務取締役である C. 
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ガルブランセン（Carl Gulbrandsen）が責任者を務めている。2008 年 2 月
には，MIR の科学チームの最初のメンバーとして，ES 細胞の世界的権威
であるトムソン教授が迎えられた。トムソン教授が再生医療チームの部長
をとつめ，新しい研究所の主任科学研究員となることで，世界的な研究組
織となることが期待されている20）。
　WID（S）のガバナンスの概要は，図 1 のように示されている。WID は，
大学院が統括する組織であるため，WID 部長は，大学院研究科長に報告し，
外部科学諮問員会（WID External Scientifi c Advisory Committee）の評価を
図 1　“Proposal to the University Academic Planning Council to Establish the Wisconsin 
Institute for Discovery, October 18, 2007, ” p. 10.
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うける義務を負う。同部長は，WID 評議会（WID Executive Committee）
の議長を務め，評議会との協議のうえで事業を推進する。評議会のメンバー
は，WID 内に実験室あるいは研究プログラムを持ち，ウィスコンシン大
学の主任研究員（Principal Investigator）の資格をもつファカルティと学術
研究員で構成される。ファカルティは，ウィスコンシン大学の終身在職権
をもつ（あるいは終身在職コースにいる）ものとし，既存学部に所属があ
るものとする。これに対して，MIR 部長は，MIR の役員会（MIR Board）
に報告義務を持つが，民間の非営利組織であるため，構成員の雇用に関し
ては，独自に決定される。WID と MIR の協議と調整を行うために，合同
の諮問委員会（WID/MID Advisory Committee）が置かれている。
（2）　活動計画
　WID（S）の活動は，WARF の先導によって，すでに開始されている。
その最初は，MIR が中心となっている「ディスカバリー・シード・グラ
ント（Discovery Seed Grant）」と称する研究プロジェクトである。2006 年
6 月に，WARF とモーグリッジ夫妻から 300 万ドルの出資を得て，人類の
健康と福祉に関わる困難な問題の解決に貢献する創造的研究を助成する研
究公募が着手された。この研究公募には，学内の115学科から222研究チー
ムが応募し，35 チームが二次審査を受け，最終的に，2007 年 2 月に 8チー
ムの研究課題が選定された。各チームの研究課題は，以下のとおりである；
①疾病の早期発見，②注意欠陥障害の安全な治療法，③ヒト ES 細胞の大
規模生産，④移動細胞に影響する薬物の探求，⑤生物学に触発される微小
光部システム，⑥慢性傷の治療，⑦薬物発見を援助するナノテクロジー・
ツール，⑧学業成績向上21）。
　新しい専用施設では，WID/MIR のそれぞれの研究エリアに，約 20 人
ずつの研究員が配置される。WID では，現在，その施設で実施する研究
課題の公募が行われている。WID 建議書の計画では，1 つの課題につき 4
人の研究員を置き，5 課題を選定して合計 20 人を雇用する。ウィスコン
シン大学に所属する研究者が代表者となって応募し，採択されると，代表
アメリカにおける産学官連携と生涯学習― 　 ―318
者は，研究チームを構成する残り 3 人の研究員を学外から招聘できる。こ
れにより，代表者は，既存学部との連携を保ちつつ，ウィスコンシン大学
に新しい創造的な研究者をひきつける「磁石」の役割を果たすことが期待
される。研究期間や雇用条件などは，研究成果の評価を経て，柔軟に対応
される。初回の応募は 2008 年 11 月 1 日までとし，2008 年度末までに選
定される22）。
４．教育とアウトリーチ
（1）　デザインコンセプト
　WID/MIR が入居する専用施設は，地下 1 階地上 4 階建で，総面積
300,000 平方フィート，正味面積 172,000 平方フィートで建設される予定
である。図 2 のように，2 階から 4階の建物中央部分に研究ラボを配置し，
左右に吹き抜けの開放空間を設け，1 階を教育およびアウトリーチのため
のエリアとする。研究エリアには，研究者 1 人あたり 2,500 平方フィート
のポッド（研究ラボ）を多数配置し，その周りに，自由に研究者が出会う
開放的な交流スペースを設ける。個人とチームのコラボレーションを促進
するために，大小のミーティング・スペースを設け，起業相談やマーケティ
ングなどのコンサルティングによって商業化を支援するオフィスが置かれ
る。研究エリア以外では，会議室と休憩室のような共有施設があり，窓が
あって景観が楽しめる通路をもち，さまざまな人々が立ち寄れるような場
所をつくる。こうしたアイディアは，個人レベルでの多様で柔軟な相互作
用が，学際的で創造的な研究を生み，実用化を進展させるという考えにも
とづいている。
　具体的なデザインコンセプトは，次のような 5つの構成要素の責任を任
された 5つのワークグループによって，それぞれ立案された。図 3 は，そ
れをまとめて図式化したものである。今後 100 年にわたって最先端研究を
支えられるよう，柔軟で即興性に富む設計となっている。
― 319 ―　
　①知の時代における研究のコラボレーション（学際的研究の未来）
　②公と私のパートナーシップの活用（商業化 / 技術移転）
　③ウィスコンシン・アイディア（教育とアウトリーチ）
　④タウンセンター（交差点での発見）
　⑤車輪を回転させる（施設の経営と管理）
（2）　教育的機能と社会的相互作用
　WID（S）が他の産学官連携組織と比べてユニークであるのは，生涯に
わたる学習の支援を目標に掲げ，上述したような先進的な研究活動と教育
およびアウトリーチを結ぼうとするところにある。そのため，新しい施設
は，①「教育的機能の充実」と②「社会的相互作用の促進」という 2 つの
観点から，教育およびアウトリーチを推進するための空間づくりが構想さ
図 2　タウンホールミーティング（October 8, 2007）の資料より引用。
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れている。
　第一に，教育的機能を拡充する方法として，次の 2 つが提起されている。
1 つは，学部学生や大学院生に，学際的共同研究の価値を早期から理解さ
せるための空間である。これを可能にするために，研究エリアには，学生
を WID（S）のプロジェクトに参加させ，先端的な研究活動を間近で観察
できるように，教育研究スタジオを各階に配置する。もう 1つは，WID（S）
を科学教育の中心に位置づけるための空間である。科学教育のための実験
室やリソースセンターをつくり，大学院生，博士研究員，州内の理科教師
などを巻き込み，新しい科学教育の発展をめざす。具体的には，K―12（初
等および中等教育段階）で，将来の科学者育成をねらいとしたアウトリー
図 3　タウンホールミーティング（October 8, 2007）の資料より引用。Uihlein Wilson 
Architects, WID/MIR, Wisconsin Institutes for Discovery, Building Concept Program, Ballinger, 
May 2007, p. 7.
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チプログラムを提供したり，大学生に中学生や高校生のメンターとなる機
会を提供したりして，個のレベルの高大連携を行い，科学への関心を高め
る。さらに，200 人程度を収容するフォーラムセンターを設け，全国会議
や国際会議の開催はもちろん，科学教育推進に向けたきめ細かな事業を展
開する。
　第二に，社会的相互作用を促進する方法として，施設自体がタウンセン
タ （ーTown Center）の役割を担うことが提言されている。タウンセンター
は，さまざまな人々が集う場所であり，大学コミュニティにとっての「交
差点（crossroads）」23）である。建設予定地は，医学，工学，物理学，化学，
生化学，遺伝子・バイオテクノロジー，コンピューターサイエンスなどの
先端的研究を行う理系学部に囲まれた場所である。予定地の向かい側には，
講堂，体育館，宿泊施設などを有する同窓会会館があり，同窓生や地域住
民が利用しやすい環境にある。マディソン市の地理的観点からみると，都
市中心部と郊外地区を結ぶ幹線道路が交わる交通の要所である。
　こうした位置にあって，WID（S）のプログラムは，研究ラボの環境を，
キャンパスや街や地域といったパブリックな空間に結び付けていく，「社
会的相互作用の連続体」24）としての役割が期待されている。そのため，建
物周辺は，隣接地の第二期工事予定も含めて，次のように設計の構想がた
てられている。まず，敷地周辺にある各学部の建物を結ぶ活気ある歩道を
つくり，WID（S）の研究者と広いコミュニティの快適な相互作用を促進
する。そこでは，アウトリーチと教育を含むさまざまなイベントを行うと
同時に，法的手続きや補助金申請のコンサルティングを含むビジネス支援
を行う。次に，南向きの利点を生かした豊富な自然光を生かし，小庭や水
の流れる壁をつくり，食事をしたり小物を買ったりする店舗のスペース
を確保する。科学にちなんだギフトショップや書店などがその例である。
建物は，ガラスの壁を用いたりビデオ用ディスプレイを配置したりして，
WID/MIR の活動が外から見えるようにする。施設の内部と外部の心理的
な壁をとりはらって，「科学を見えるように（science in sight）」すること
がねらいである25）。
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　以上のように，WID（S）の新しい施設と周辺地域は，さまざまな人々
を引き寄せ，ウィスコンシンの科学的先進性と開放性を象徴することが期
待されている。
（3）　他大学の動向と今後の課題
　学際的な先端科学を推進する産学共同研究センターの設立は，ウィスコ
ンシン大学に限ったことではなく，他大学でも，とくにバイオテクノロ
ジー分野で盛んである。WID（S）は，設計にあたって，5 つの先行事例，
すなわち，カリフォルニア大学バークレー校のスタンレーホール，ミシガ
ン大学のバイオサイエンス研究所，アリゾナ州立大学のバイオデザイン研
究所，スタンフォード大学のクラークセンター，ハワードヒューズ・メディ
カルインスティテュートのジェネリアファームを参考にしている。たとえ
ば，ジョン・モーグリッジの出身校で同窓会役員も務めているスタンフォー
ド大学では，2003 年にクラークセンターが完成し，Bio-X と呼ばれる広範
な教育研究プログラムが進行している26）。州立大学である UC バークレー
校では，2007 年にライフサイエンスを推進する研究ラボや教室設備をも
つスタンレーホールが完成し，最先端の研究と教育を統合した学際的研究
が進められている27）。アトリウムのある開放空間や研究ラボの配置など，
施設としては類似している部分がある。しかしながら，いずれも地域住民
をも巻き込むタウンセンターの機能を十分にはもっていない。たとえば，
学部生や大学院生および研究者に向けたワークショップは多数用意されて
いるものの，児童生徒や地域住民といった多様な人々を対象としたプログ
ラムは限られている。これに対し，ウィスコンシン大学の場合，生涯にわ
たる学習支援を念頭においた構想をもつ点が異なる。
　WID（S）のタウンセンター担当ワークグループによれば，「先端的研究
施設にタウンセンターを創るのは，大胆な戦略であるが，ウィスコンシン
がそれに取り組む全国で最初のひとつになることは偶然ではない」28）とい
う。その理由は，以下のように説明されている。
　「1904 年のチャールズ・ヴァンハイス学長の就任演説は，新しい大学を
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創る意図を発表したが，それは，サービスにおいて，知識を公共の利益に
用いることを強調したものであった。そうした知識は，研究を厳しく探求
することと，絶え間ない相互作用を通じた関係づくりをしっかりと探求す
ることを，いずれも等しく強調することによって生まれてくる。チャール
ズ・ヴァンハイスとボブ・ラフォレッテによって描かれたウィスコンシン・
アイディアは，知識の創造を市民的探求として位置づけ，大学を，世界を
変えるようなアイディアの原動力にしていくものなのだ。」29）
　ここでは，優れた研究を生むにはさまざまな社会的相互作用が重要であ
り，それは，ウィスコンシンの 100 年余にわたる産学官連携の伝統があっ
てこそ成り立つと説明されている。
　しかしながら，上記の計画は，いまだ構想段階であるため，解決すべき
さまざまな問題が残されている。たとえば，2007 年 10 月 8 日に工学部で
行ったタウンホールミーティングでは，新しい構想に対して，多くの質
問が出された30）。まず，セキュリティの問題である。最先端の研究組織と
一般市民に対する開放空間を一緒にすれば，秘密漏洩のリスクが高まる。
WID（S）側は，エレベーターを別にして研究組織の入り口でセキュリティ
チェックを行うと回答したが，問題の解決は容易ではないだろう。次に，
費用対効果や，学内の他事業との重複の問題である。すでに各学部や拡張
部局がさまざまなアウトリーチプログラムを提供しているのに，巨額の資
金を投入する必要があるのか，という問いである。これに対しては，将来
に向けた長期的投資であり，キャンパス総合整備計画と連動して重複を解
消していく努力が必要だという回答であった。このほかにも，実際に運用
するさいの研究条件や研究環境の問題や，学生の教育活動と連動するので
あれば既存のカリキュラムとどのように関連づけるのかといった質問が出
された。また，民間組織の資金供与を核にした研究組織が学内に置かれる
ことで，営利志向が加速するという懸念も示された。
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まとめにかえて
　以上のように，活動開始までに解決すべき課題は山積しているが，以下
にまとめとして，WID（S）の特色を三点挙げ，日本の産学官連携に対し
て得られる示唆を考えてみたい。
　第一は，大学と民間のそれぞれの研究組織の共同によって全く新しいパ
ブリックな空間を形成し，そのなかで，創造的な研究シーズを生み出そう
とするコラボレーションのあり方である。そこでは，最先端の研究を，よ
り多くの人々に直接に提供する物理的条件を整えることで，生涯にわたる
学習の担い手となることがめざされている。第二は，そうした空間におい
て，透明性のある多様な連携ツールが想定されていることである。研究者
としての連携はもとより，個人的な交流や，個々の交流を促す組織的な支
援が構想されている。柔軟で即興的な様々のレベルの交流，すなわち，住
民をも巻き込んだ幅広い交流こそが，予想を超えた問題解決の方法を生み，
新しい知を生み出すことができるからである。第三は，こうした新しい試
みが，ウィスコンシン・アイディアとして知られる，大学と社会の連携に
対する人々の共通理解に支えられていることである。歴史的伝統にもとづ
く理念を産学官連携という新たな文脈で捉え直し，今日的な営みに継承し
ようとしている。
　これに対し，日本の産学官連携が，そうした長期にわたる幅広い視野を
もっているのかは，疑問である。日本では，産学官連携はこれまで，大学
の研究成果を産業界の力を借りて実用化する方向ですすんできた。産業界
も，自前ですべての研究開発が困難になってきていることから，大学をよ
い連携先と考えるようになり，両者の利害が一致したわけである。とり
わけ，国立大学では，法人化以降，「バスに乗り遅れまい」という風潮か
ら，目に見える成果を求められ，組織の拡充が急がれている31）。しかしな
がら，WID（S）の試みは，日本のように短期的な費用対効果を念頭にお
くものではない。それは，これまでの 100 年の伝統を踏まえつつ，これか
らの 100 年を見通す長期的展望にもとづいている。すなわち，重点化が進
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む高度研究型大学であっても，大学が社会に貢献するには，先端的な科学
研究の実用化にとどまらず，住民との関係を築き，長期的展望にたって研
究成果をいかに人々の生活に溶け込ませるのかという観点が必要なのであ
る。日本の大学は，この観点に学び，地域貢献型か高度研究型かという二
者択一ではなく，何のための研究開発か，という原点に立ち戻って考える
ことが重要であろう。
　もちろん，WID（S）の本格的な展開は 2010 年以降であるので，今後の
動向を十分に見守る必要がある。また，州政府による継続教育への支出削
減と相まって，大学への民間資金導入が奨励され，生涯学習を担うことの
意味も問われなければならない。したがって，教育およびアウトリーチの
資金獲得とプログラム開発がどのような意見の対立や葛藤を経て実行に移
されるかという経緯を探求することは，大学と社会の関係が構築されてい
く具体的な道筋を明らかにすることになるだろう。今後は，こうした変化
の軌跡を追って調査をすすめたい。
　＊本稿は，平成 19・20 年度日本学術振興会科学研究費補助金「米国大学の社会貢献
に関する史的研究」（若手研究（スタートアップ），課題番号：19830117）による研究成
果の一部である。
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